
（様式第８－１号）
年　　月　　日
徳島県知事　様
（共同企業体の名称）

　　 　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
企画提案書
　「令和８年度県有施設への太陽光発電設備率先導入（PPA）事業」公募型プロポーザルの企画提案書等を提出します。
※必要に応じて、行数及びページ、他の資料を追加すること。
ア　実施概要
	ａ 基本方針・概要等
	

	

	ｂ システム構成図
	

	


イ　太陽光発電設備
	ａ 想定設備容量
	

	・太陽光発電設備定格出力(kW)　※全施設の合計

・各施設における太陽光発電設備定格出力(kW)及びパワーコンディショナの

最大定格出力(kW)

	ｂ 自家消費電力量
	

	・各施設における想定自家消費電力量（kWh）とその算出方法について記載する
こと。

	ｃ 整備費用
	

	・整備費用には、調査・設計（基本設計・詳細設計等）に要する必要最小限度

の費用を含む（企画設計（設備の設置可否を判断する調査（FS調査やポテン

シャル調査等））を除く。）。

・環境省「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」の交付対象となる設備につい

　て、交付要綱等や脱炭素地域づくり支援サイトに掲載の「よくある御質問と

その回答」を確認の上、補助額を記載すること。


ウ　蓄電池設備
	ａ 想定設備容量
	

	・各施設における想定設備容量【蓄電池出力(kW)】及び【容量(kWh)】

	ｂ 使用目的
	

	・平時において充放電を繰り返すことを前提とした設備とし、停電時のみに利
用する非常用予備電源でないことを条件とする。

	ｃ 各施設における設置場所
	

	・特定負荷場所についても記載すること。


	ｄ 整備費用
	

	・環境省「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」の交付対象となる設備につい

　て、交付要綱等や脱炭素地域づくり支援サイトに掲載の「よくある御質問と

その回答」を確認の上、補助額を記載すること。
・蓄電池の単価（工事費込み・税抜き）が、次に掲げる区分に応じ当該定める額のものであること。
1 4,800Ah・セル未満の蓄電池　１５万５千円／kWh以下
2 4,800Ah・セル以上の蓄電池　１９万円／kWh以下


エ　温室効果ガス排出削減量
	・各施設における温室効果ガス排出削減量（t-CO2）とその算出方法について
記載すること。

	


オ　設備設置仕様
	ａ 設備仕様
	

	施設名：

想定発電出力(kW)：

	品名　　　　　　　　
	仕様
	数量

	1 太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ


	形式：
定格出力：　　　　ｋＷ
寸法：　　　　ｍ　×　　　　　ｍ　×　　　　　ｍ
質量：　　　　ｋｇ
モジュールの公称最大出力：　　　　Ｗ
JET認証：□あり　□なし（申請中・準拠認証あり）

	
	枚

	2 架台


	設置方法：
（陸屋根の場合）防水施工方法：
寸法：　　　　ｍ　×　　　　　ｍ　×　　　　　ｍ
質量：　　　　ｋｇ
傾斜角度：　　　　度
材質：

	
	組


	3 接続箱


	寸法：　　　　ｍ　×　　　　　ｍ　×　　　　　ｍ
質量：　　　　ｋｇ
材質：
	
	台

	④ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ


	形式：
定格出力：　　　　ｋＷ
入力電圧範囲：ＤＣ　　　　Ｖ～　　　　Ｖ
定格出力電圧：ＡＣ　　　　Ｖ
相数：
電力変換効率：　　　　％
絶縁方法：　　　　　　　　　方式
寸法：　　　　ｍ　×　　　　　ｍ　×　　　　　ｍ
質量：　　　　ｋｇ
自立運転機能（最大出力）：　　　　ｋＷ
データ計測装置：
JET認証：□あり　□なし（申請中・準拠認証あり）


	
	台

	⑤蓄電池


	形式：
設置場所：□屋内　□屋外　□その他（　　　　　　　　　）
蓄電池容量：　　　　　ｋＷｈ
定格出力：　　　　ｋＷ
定格出力電圧：　　　Ｖ（単相AC　　　Ｖ、三相AC　　　Ｖ）
寸法：　　　　ｍ　×　　　　　ｍ　×　　　　　ｍ
質量：　　　　ｋｇ
環境共創イニシアチブ登録済製品：
□登録あり　□登録なし（申請中・準拠していることの証明）


	
	台

	ｂ 設置方法、耐荷重等
	

	・太陽光発電設備の耐荷重を記載すること。また、単位面積当たりの重量（基
礎、パネル重量込み：単位 N/m2又は㎏/m2）を記載すること。
・柵塀設置の必要性についても記載すること。



　　※上記の表は施設ごとに作成すること。
カ　非常時・停電時の供給方法
	ａ システム構成図
	

	

	ｂ 利用方法及び操作方法
	

	

	ｃ 自立運転時の出力
	

	


キ　電気料金の概算単価（ＰＰＡ単価）及び発電設備導入前後の電気料金
	ａ 概算単価（ＰＰＡ単価）
	

	施設名：

電力供給契約単価：（円／ｋＷｈ）

※原則として、電力供給前の想定発電出力（ｋＷ）の減少に伴う単価の変更は

認めない。

※金額（消費税等相当額を除く。）は、算用数字で記入し、最初の数字の前に「金」

又は「￥」を記入すること。
※概算単価算定の根拠となる総事業費（維持管理費・撤去費等含む）の内訳を記載すること。

※構造調査の結果、仕様書別表１「対象施設」内の３の施設への導入が安全面から困難な場合における各施設の概算単価（ＰＰＡ単価）についても、別途記載すること。

	ｂ 参考単価（上限）による電気料金との比較
	

	・「ａ 概算単価（ＰＰＡ単価）」による県の負担額の見込みと別途県が提供する
参考単価（上限）による電気料金との比較等を行うこと。
※構造調査の結果、仕様書別表１「対象施設」内の３の施設への導入が安全面から困難な場合における電気料金との比較等も行うこと。


（様式第８－２号）
事業実施体制
ア　事業実施体制図

	・協力事業者が施工する場合は、本事業を進めるにあたり必要となる建設業許
可等の資格を協力事業者が有しているか、提案者の責任において確認するこ
と。



　イ　運転期間及び設備導入工程表、事業フロー
	・各施設の施工を同時に行うための工夫があれば、その方法も記載すること。
・設備の運転開始日は、仕様書別表１「対象施設」内の１、３の施設については令和９年４月１日を、２の施設については令和１０年４月１日を基本とする。


　ウ　県内事業者の活用計画
	


　エ　運転期間における維持管理・メンテナンス等の計画、実施体制
	・点検方法及び各設備のメーカー保証期間満了後の取扱いや部品・設備交換の計画等についても記載すること。
・県が事業期間中において外壁工事等を行う際に事業者負担となる設備の一時撤去、再取付け等について、どのような考え方で事業費に計上しているか記載すること。なお、一時撤去、再取付け等の事業費を計上しなければならない施設の範囲については、仕様書を参照すること。
・太陽光パネルの点検や故障の際に必要なタラップ設置の要否や高所作業車の
使用見込みについても記載すること。


　オ　代表事業者の経営状況（５年間）
	


　
カ　事業資金計画
	・設備への担保設定の有無についても記載すること。
・また、撤去時に必要となる廃棄費用について積立等の計画を記載すること。



キ　故障、緊急時の対応体制図
	


　ク　事業実施中のリスクに対する対策
	・加入する予定の保険の種別や適用範囲についても記載すること。


　ケ　事業実施に関する保証
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